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【政策ごとの予算額等】

331,752

25年度

-73,532

248,075

＜0＞ ＜0＞

383,027

381,853

0

405,507 395,562
当 初 予 算 （ 千 円 ）

26年度

政策評価調書（個別票1）

0

29年度概算要求額

282,604

-1,174

28年度27年度

政策名

＜0＞

253,805

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

経済社会活動の総合的研究

政策目標の達成度合い 評価実施せず

331,752

政策評価結果の概算要求
への反映状況

経済財政政策等の企画・推進の支援をより効果的に実施するため、引き続き計量経済モデル等の分析ツールの開発・整備及び景気統計の作成・整備を進
めるとともに、経済社会の政策課題により即した政策分析に取り組む。

評価方式 総合･実績･事業 番号 14-①

312,824

386,356

補 正 予 算 （ 千 円 ）
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【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名 国民経済計算

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 評価実施せず 番号 14-②

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度概算要求額

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
234,356 223,008 257,882 228,619

補 正 予 算 （ 千 円 ）
-35,345 0 0

248,478

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）
199,011 223,008 257,882

引き続きガイドラインにおける品質評価の観点を踏まえ、統計を事前の公表予定どおりに公表すべく、計画的に推計プログラムの見直し及び制度検証を
通じた推計方法の改善に取り組む。

　　執 行 額（千円）
153,292 184,280 209,161

政策評価結果の概算要求
への反映状況
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【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票1）

政策名 人材育成、能力開発

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成 番号 14-③

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度概算要求額

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
13,392 13,413 13,451 12,092

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0 0 0

10,253

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
0 0 0

計（千円）
13,392 13,413 13,451

独自の研修施設は保持しておらず、可能な限り府内の会議室を利用している、また、研修を一定期間に集中的に実施することにより、PC等必要物品の賃
借料等の経費抑制に努めている。

　　執 行 額（千円）
8,120 8,751 6,360

政策評価結果の概算要求
への反映状況
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

●
14-
①②
③

一般 内閣本府 -

政策評価調書（個別票2）

経済社会活動の研究等に必要な経費

項

経済社会総合研究所

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

政策名

予算額

合計

経済社会総合研究の推進 14

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

28年度
当初予算額

646,218

事項

646,218

646,218

29年度
概算要求額

654,293

654,293

654,293
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 14
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

● 14-① 405,507 395,562 △ 9,945 -

● 14-② 228,619 248,478 19,859 -

● 14-③ 12,092 10,253 △ 1,839 -

合計

予算額

経済社会総合研究の推進

国民経済計算

人材育成、能力開発

経済社会活動の総合的研究

政策名

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

事務事業名 整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容

経済財政政策等の企画・推進の支援をより効果的に実施するため、引き続き計
量経済モデル等の分析ツールの開発・整備及び景気統計の作成・整備を進める
とともに、経済社会の政策課題により即した政策分析に取り組む。

引き続きガイドラインにおける品質評価の観点を踏まえ、統計を事前の公表予
定どおりに公表すべく、計画的に推計プログラムの見直し及び制度検証を通じ
た推計方法の改善に取り組む。
独自の研修施設は保持しておらず、可能な限り府内の会議室を利用している、
また、研修を一定期間に集中的に実施することにより、PC等必要物品の賃借料
等の経費抑制に努めている。
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